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   ○鴨川市企業立地及び雇用の促進に関する条例 

平成 26 年３月 20 日 

条例第２号 

 （目的） 

第１条 この条例は、事業所の新設又は増設を行う企業に対して必要な奨励措置を講ずる

ことにより、本市における企業の立地及び雇用の促進を図り、もって地域産業の振興と

活力ある市勢の伸展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (１) 企業 事業を営む法人又は個人をいう。 

 (２) 事業所 企業がその事業の用に供する施設をいう。 

 (３) 新設 次のいずれかに該当するものをいう。 

  ア 市内に事業所を有しない企業が新たな事業所を市内に設置すること。 

  イ 市内に事業所を有する企業が当該事業所において行っている事業と異なる業種

（統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 28 条第１項の規定により同法第２条第９項

に規定する統計基準として総務大臣が定める産業に関する分類において、中分類に

より分類される業種をいう。以下次号において同じ。）の新たな事業所を市内に設

置すること。 

 (４) 増設 次のいずれかに該当するものをいう。 

  ア 市内に事業所を有する企業が当該事業所を拡充すること。 

  イ 市内に事業所を有する企業が当該事業所において行っている事業と同一の業種

の新たな事業所を市内に設置すること。 

 (５) 投下固定資産 地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 341 条に規定する土地、

家屋及び償却資産であって、企業が事業所の新設又は増設に伴い、当該事業所の操

業を開始する日までに新たに取得したものをいう。 

 (６) 常用雇用者 企業と雇用契約を結んだ者であって、次のいずれにも該当するもの

をいう。 

  ア 当該雇用契約が期間の定めのないものであること。 

  イ 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第４条第１項に規定する被保険者である

こと。 

 (７) 新規雇用者 本市に住所を有し、かつ、住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）

に基づく本市の住民基本台帳に記録されている者であって、事業所の新設又は増設

に伴い、新たに雇用された常用雇用者をいう。 

 （企業の指定） 

第３条 市長は、次の各号のいずれにも該当する企業（規則で定める事業を営むものに限

る。）について、当該企業からの申請により、この条例に基づく奨励措置の対象とする

企業として指定するものとする。 
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 (１) 投下固定資産の取得価格の総額が、新設を行う企業にあっては１億円以上（新設

を行う企業が中小企業者（中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１

項に規定する中小企業者をいう。以下この号及び次号において同じ。）である場合

は、5,000 万円以上）、増設を行う企業にあっては 5,000 万円以上（増設を行う企

業が中小企業者である場合は、2,000 万円以上）であること。 

 (２) 新規雇用者の人数が、新設を行う企業にあっては 10 人以上（新設を行う企業が

中小企業者である場合は、５人以上）、増設を行う企業にあっては５人以上（増設

を行う企業が中小企業者である場合は、２人以上）であること。 

２ 前項の規定による指定を受けようとする企業は、規則の定めるところにより市長に申

請しなければならない。 

３ 第１項の規定による指定は、奨励措置の対象となる最終年度の末日から５年を経過し

た日をもって終了する。 

 （奨励措置） 

第４条 市長は、この条例の目的に資するため、前条第１項の規定により指定を受けた企

業（以下「指定企業」という。）に対し、奨励措置として次に掲げる奨励金を交付する

ことができる。 

 (１) 企業立地奨励金 

 (２) 雇用促進奨励金 

 （企業立地奨励金） 

第５条 企業立地奨励金の額は、収納された指定企業の固定資産税の額（投下固定資産に

係る部分に限る。）に相当する額とする。 

２ 企業立地奨励金の交付の対象とする期間は、指定企業が新設し、又は増設した事業所

の操業を開始した日以後において、投下固定資産に係る固定資産税を最初に課すべきこ

ととなった年度から３年度間とする。 

 （雇用促進奨励金） 

第６条 雇用促進奨励金の額は、10 万円に新規雇用者の人数（指定企業が新設し、又は

増設した事業所の操業を開始した日から１年を経過した日における人数をいう。）を乗

じて得た額とする。ただし、その額が 3,000 万円を超えるときは、3,000 万円を限度と

する。 

２ 雇用促進奨励金の交付は、１回限りとする。 

 （地位の承継） 

第７条 合併、譲渡、相続その他の事由により、指定企業の事業を承継した企業は、市長

が認める場合に限り、当該指定企業の地位を承継することができる。 

 （指定の取消し等） 

第８条 市長は、指定企業が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、当該指

定企業の指定を取り消し、又は停止することができる。 

 (１) 事業所の操業を開始する期日が予定期日を著しく遅延したとき。 

 (２) 第３条第１項に規定する要件を欠くに至ったとき。 
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 (３) 事業所の操業を廃止し、又は休止したとき。 

 (４) 偽りその他不正の手段により指定を受けたとき。 

 (５) 市税その他市に納付すべき使用料等を完納していないとき。 

 (６) その他市長が特に取消し又は停止の必要があると認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により指定を取り消した場合において、既に交付した奨励金があ

るときは、その全部又は一部を返還させることができる。 

 （報告及び調査） 

第９条 市長は、指定企業に対し、事業所の操業状況その他必要な事項について報告若し

くは資料の提出を求め、又は実地に調査することができる。 

 （企業立地促進審議会） 

第 10 条 企業の立地及び雇用の促進に関する施策を総合的に推進するため、地方自治法

（昭和 22年法律第 67号）第 138 条の４第３項の規定により、鴨川市企業立地促進審議

会（以下「審議会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第 11 条 審議会は、企業の立地及び雇用の促進に関する各種施策その他この条例の目的

を達成するために必要な事項について審議を行う。 

（組織） 

第 12 条 審議会は、委員 10 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、識見を有する者のうちから市長が委嘱する。 

３ 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。 

４ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

 （任期） 

第 13 条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （会議） 

第 14 条 審議会の会議は、会長が招集し、議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を聴き、 

又は説明を求めることができる。 

（委任） 

第 15 条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、平成 26 年４月１日から施行し、同日以後に操業を開始する事業所の新
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設又は増設について適用する。 

 （鴨川市企業等誘致に関する条例の廃止） 

２ 鴨川市企業等誘致に関する条例（平成 17 年鴨川市条例第 132 号）は、廃止する。 

 （鴨川市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 鴨川市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成 17 年鴨

川市条例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

  別表第３中「企業等誘致委員会」を「企業立地促進審議会」に改める。 


